
職員の給与の状況

１　人件費の状況

（令和６年度普通会計決算）

住 民 基 本
台 帳 人 口
（ R7.4.1 ）

歳 出 額 Ａ 実 質 収 支 人 件 費 Ｂ
人 件 費 率
（ Ｂ ／ Ａ ）

( 参 考 )
５ 年 度 の
人 件 費 率

188,694人 137,272,635千円 2,573,630千円 17,638,418千円 12.8% 9.8%

※総務省の地方財政状況調査と同一基準に基づく数値

※人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含む

４　職員の初任給の状況

（令和７年４月１日現在）

Ⅰ 類 220,000円

Ⅲ 類 182,000円

技能Ⅰ

技能Ⅱ

技能Ⅲ 173,200円

技能Ⅴ

技能Ⅵ

※技能労務職のうち技能Ⅳの職員は本区にはいないため省略

区  分 決定初任給

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

176,400円

177,500円

２　職員給与費の状況

（令和６年度普通会計決算）

職 員 数 Ａ 1 人 当 た り

（ R6.4.1 ） 給 料 職 員 手 当 期末・ 勤勉 手当 　　　計　　Ｂ 給与費(Ｂ／Ａ)

1,672人（29人） 5,355,291千円 2,257,124千円 2,736,089千円 10,348,504千円 6,189千円

※職員手当に退職手当は含まない

※職員数の（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員であり、外書き

※給与費は総務省の地方財政状況調査と同一基準に基づく数値で、暫定再任用短時間勤務職員及び

　定年前再任用短時間勤務職員分を含む

※一人当たりの給与費の数値は、上記Ｂを暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員を

　含まない人数で除したもの

給 与 費

３　職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況

（令和７年４月１日現在）

平 均 給 料 月 額 平 均 年 齢

296,691円 48.6歳

※総務省の地方公務員給与実態調査と同一基準に基づく数値

※平均給与月額とは、給料に職員手当（期末・勤勉手当、退職手当を除く）を加えた平均月額

※平均年齢は、年数で記載し10進法で計算したもの

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

平 均 給 与 月 額 平 均 給 与 月 額

436,863円 37.6歳 368,051円269,017円

平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額



←R6から変更あり

４　職員の初任給の状況

（令和７年４月１日現在）

Ⅰ 類 220,000円

Ⅲ 類 182,000円

技能Ⅰ

技能Ⅱ

技能Ⅲ 173,200円

技能Ⅴ

技能Ⅵ

※技能労務職のうち技能Ⅳの職員は本区にはいないため省略

区  分 決定初任給

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

176,400円

177,500円

５　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（令和７年４月１日現在）

経験 年数 10年 経験 年数 20年 経験 年数 25年 経験 年数 30年

Ⅰ 類 287,088円 370,450円 403,813円 407,802円

Ⅲ 類 247,329円 351,400円 363,233円 370,833円

239,800円 300,400円 304,560円 308,867円

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいい、

　前歴のある場合は、採用後の年数にその前歴を換算した年数を加算した年数をいう

区 分

一 般
行 政 職

技 能 労 務 職

６　昇給の状況

区分 対象職員数（Ａ）
　昇給区分Ａ（６号昇給）又は
　昇給区分Ｂ（５号昇給）に決定した職員数 （Ｂ）

令和７年度 1,371人　　 453人　　 33.0%

※対象職員は、一般行政職・技能労務職のほか、医療職等を含み、暫定再任用フルタイム勤務職員、

　暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員、新規採用職員及び最高号給到達者等を除いたもの

 比率（Ｂ／Ａ）

７　主な職員手当の状況　
　　　

区 分

令和6年度支給割合 期 末 手 当 勤 勉 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

 6 月 期 1.20月分 1.125月分 1.225月分 1.025月分

(0.675月分) (0.55月分) (0.6875月分) (0.4875月分)

12 月 期 1.30月分 1.225月分 1.275月分 1.075月分

(0.725月分) (0.60月分) (0.7125月分) (0.5125月分)

計 2.50月分 2.35月分 2.50月分 2.10月分

(1.40月分) (1.15月分) (1.40月分) (1.00月分)

 職制上の段階、職務の  職制上の段階、職務の

 級等による加算措置　　　有  級等による加算措置　　　有

令和7年4月1日現在

（ 支 給 率 ） 自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年 自 己 都 合 応募認定・定年

勤 続　20 年 18.00月分 24.55月分 19.6695月分 24.586875月分

勤 続　25 年 28.00月分 32.95月分 28.0395月分 33.27075月分

勤 続　35 年 39.75月分 47.70月分 39.7575月分 47.709月分

最 高 限 度 額 39.75月分 47.70月分 47.709月分 47.709月分

1人当たり平均支給額 4,710千円 20,937千円

※期末手当・勤勉手当の（　）内は、暫定再任用フルタイム勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及び

　定年前再任用短時間勤務職員の支給割合

※退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

中 央 区 国

期

末

手

当

・

勤

勉

手

当

退

職

手

当

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～45％加算）



支 給 対 象 地 域 中 央 区
宇 佐 美 学 園

（静岡県伊東市）
柏 学 園

（ 千 葉 県 柏 市 ）

支 給 率 20% 2% 7%

支 給 対 象
職 員 数

1,762人 12人 1人

国 の 制 度
（ 支 給 率 ）

20% 2% 7%

692,959円支給対象職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算）

地
域
手
当

令
和
7
年
4
月

1
日
現
在

７　主な職員手当の状況　
　　　

区 分

令和6年度支給割合 期 末 手 当 勤 勉 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

 6 月 期 1.20月分 1.125月分 1.225月分 1.025月分

(0.675月分) (0.55月分) (0.6875月分) (0.4875月分)

12 月 期 1.30月分 1.225月分 1.275月分 1.075月分

(0.725月分) (0.60月分) (0.7125月分) (0.5125月分)

計 2.50月分 2.35月分 2.50月分 2.10月分

(1.40月分) (1.15月分) (1.40月分) (1.00月分)

 職制上の段階、職務の  職制上の段階、職務の

 級等による加算措置　　　有  級等による加算措置　　　有

令和7年4月1日現在

（ 支 給 率 ） 自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年 自 己 都 合 応募認定・定年

勤 続　20 年 18.00月分 24.55月分 19.6695月分 24.586875月分

勤 続　25 年 28.00月分 32.95月分 28.0395月分 33.27075月分

勤 続　35 年 39.75月分 47.70月分 39.7575月分 47.709月分

最 高 限 度 額 39.75月分 47.70月分 47.709月分 47.709月分

1人当たり平均支給額 4,710千円 20,937千円

※期末手当・勤勉手当の（　）内は、暫定再任用フルタイム勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及び

　定年前再任用短時間勤務職員の支給割合

※退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

中 央 区 国

期

末

手

当

・

勤

勉

手

当

退

職

手

当

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～45％加算）



1 清掃業務従事手当

2 養護学園業務手当

3 福祉業務手当

4 危険業務手当

1 清掃業務従事手当

2 危険業務手当

3 福祉業務手当

4 養護学園業務手当

支給職員1人当たり平均支給年額 104,170円

4手当の種類（手当数）

全 職 種

9.4%

区 分

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給額の多い手当

手

当

の

名

称

多くの職員に支給

されている手当

特
殊
勤
務
手
当

令
和
6
年
度

時 間 外
勤 務 手 当

令和6年度

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額

支 給 総 額 654,113千円　 

支 給 総 額

令和5年度

656,266千円　 

449千円　 

465千円　 

国

配偶者又はパートナーシップの相手方 3,000円　

子 11,500円　

配偶者及び子以外の扶養親族 6,500円　

満16歳年度の初めから 　加算額 　加算額

満22歳年度末までの子 5,000円　

月額27,000円以上の家賃を支払っている者

当該年度末現在、27歳までの者

当該年度末現在、28歳から32歳までの者

支給限度額

28,000円　

運賃相当額

交通機関利用者 支給限度額

150,000円　

通勤距離に

交通用具利用者 応じて13区

分で支給

※扶養手当について、国はパートナーシップの相手方を支給対象としていない。

区

分
内 容

手 当 額 （ 令 和 7 年 4 月 1 日 現 在 ）

種 類 中 央 区

9,300円　

月額16,000円を超える家賃を支払っている者

扶

養

手

当

4,000円　

6,000円　

9,500円　

4,000円　

住

居

手

当

世帯主（こ
れに準ずる
者を含む）
である職員
に支給

8,300円　

加算額
18,700円　

通

勤

手

当

運賃相当額

交通機関等
を利用する
職員に支給

支給限度額

55,000円　

通勤距離に

応じて7区

分で支給



８　特別職の報酬などの状況

（令和７年４月１日現在）

区 分

区 長

副 区 長

教 育 長

議 長

副 議 長

議 員

区 長

副 区 長

教 育 長  6 月 期

議 長 12 月 期

副 議 長 　計　

議 員

期

末

手

当

1.80月分

3.60月分

1.80月分

　　(令和6年度支給割合)

給 料 月 額 等

報

酬

給

料

1,164,000円　　

833,000円　　

940,000円　　

798,000円　　

618,000円　　

933,000円　　


